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改革開放前の中国における農村学校教育 

―基礎教育普及政策の意義と限界― 

China’s Rural School Education before the Reform and Open-door 

―The Significance and Limits of the Policy for Spreading the Basic 

Education― 

 

蘇于君 

SU Yujun 

 

概要 

 農村人口が圧倒的割合を占めていた 1950～70年代の中国では、農村学校教育の普及は国

民教育の発展にとってきわめて重要な課題であった。他方で、農村学校教育に国家を挙げ

て取り組むことはまた非常に困難で複雑な問題を伴う事業であった。中国は建国から改革

開放前までの約 30年間にわたり、農村学校教育政策の第一の目標を基礎教育の普及に置い

ていた。具体的には農村児童の小学校の就学率を向上させるための政策である。この政策

の下で、小学校の就学率は建国初期の 20％から 1970年代後半には 95％以上にまで上昇し

てきた。しかしながら、この大きな成果の裏には粗悪な学校施設や教育の質の低下という

弊害も存在していた。また、就学率の引き上げをあまりにも重視し過ぎた結果、農村部に

おける中等教育の遅れ、「民辦学校」への安易な依存など、一連の問題も現れてきた。これ

らの問題は現在の農村学校教育に対してだけでなく、国全体の国民教育の発展にも影響を

及ぼしている。 

本稿は、貧困農村の一つである中国山東省泗水県で収集した一次資料などに基づいて、

建国以来 30年間の農村学校教育の変遷を歴史的に跡付け、その成果と問題点を明らかにし

た。その上で、農村学校教育の発展を制約した政治的・経済的・社会的要因について検討

した。 
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 言うまでもなく、国民教育の普及は社会や国の安定と発展にとってきわめて重要である。

中華人民共和国にとって、国民教育を整備しなければ、政権の強化、社会や国家の発展と

いう目的を実現したとは言いがたい。しかし、中国がそれを実現するには大きな困難が存

在していた。その最大の困難は、経済発展の遅れた農村地区に多くの人口を抱えていたこ

とである。1949年に中華人民共和国が成立した時、全国の人口の 89.4％が農村部に住んで

いた。非識字率は全人口の 4 分の 3 を占め、特に農村部に集中していた 1）。そのため、国

民全体の教養・文化水準を高めるには、特に人口の大半を占める農村人口に対する基礎教

育（本稿では小中学校教育、とりわけ初等教育を指す）を普及させることが喫緊の課題と

なった。しかし、中国は国土が広くて、自然環境も異なり、交通が不便で辺鄙な地区に基

礎教育を普及させることはなかなか容易ではなかった。 

 建国してから改革開放前までの間に国有企業を中心として都市の社会経済はある程度発

展したが、都市部に比べ、広大な面積をもつ農村部では経済の発展が緩慢で、相対的に貧

しかった。都市部の教育レベルに比して、農村部の教育レベルは非常に低かった。このよ

うな農村部と都市部の学校教育の格差は現在に至っても農村学校教育の発展、また国民全

体の教育の発展に影響を与えている。 

 中国の学校教育に関して農村部と都市部の地域格差をどのように縮小していくか、また

これからの中国全体の基礎教育をどのように発展させていけばよいのか、などの問題を解

決するためには、建国後の中国の農村学校教育発展の歴史的変遷とその制約要因を明らか

にしなければならない。本稿では、主として山東省泗水県の『県誌』と『県教育誌』に依

拠しつつ、中国農村部における学校教育の発展過程を歴史的に跡付け、その意義と限界を

明らかにしたい。 

 山東省泗水県は中国の東部沿海に位置する山東省の中南部にあり、面積は 1118.96 平方

キロメートルである 2）。地理的な条件をみると、泗水県は山岳地帯であると言える。その丘

陵面積は 738.5平方キロメートルであり、全県面積の 66％を占める。平地面積は 34％しか

占めていない。そのため、交通が不便な山間部の住民に対する教育の普及は泗水県の抱え

る大きな問題となった。行政区画からみると、現在泗水県は済寧市の管轄に属し、北が泰

安市、東が臨沂市に接している。泗水県は、民国期の 1948年 6月の時点では魯南第一専署

3）に管轄されていた。人民共和国建国後の 1950年 5月になって泰安市の管轄下に入るよう

になり、また 1956年に済寧市の管轄へと変更された。1983年 10月 1日から再び泰安市に

属し、2年後の 1985年 5月 1日から済寧市の管轄下に入った 4）。このように上級行政区画

が頻繁に変わったことは、泗水県の教育政策の実行にも影響があったものと考えられる。

自然資源の面からいうと、鉱産資源に恵まれないため、泗水県は鉱工業があまり発達して

いない。これは泗水県の経済発展が遅れた要因の一つであった。 

 現在、泗水県には 13個の郷鎮があり、606の自然村がある。人口は 620,315人である（2011

年）。1985 年の時点で泗水県の農民一人当たりの平均年収は 199 元でしかなかった。200

元以下の貧困村は 342村を数え、全県総村数の 58％も占めている。貧困人口は 24.78万人

であり、1985 年当時の全県総人口の 51.3％に達していた。2011 年には全国城鎮と農村の

人口一人当たりの年収はそれぞれ 21,810元と 6,977元であった 5）。それに対し、同年度の

泗水県の人口一人当たりの年収は城鎮と農村でそれぞれ 11,916 元と 5,653元であった 6）。
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以上のデータからわかるように、泗水県の経済発展状況は全国の平均レベルより下位に位

置している。 

 中央政府は 1986年に、はじめて「国が重点的に支援する貧困県」の標準 7）を定め、592

の貧困県を対象として認定した。1994 年にその標準を改定し、全県農民の平均年収が 400

元以下の県を「国が重点的に支援する貧困県」として認定した。592県は「国家八七扶貧攻

堅計画」8）に加えられた。泗水県は 1986 年と 1994 年の両年において、中央政府が認定す

る「国が重点的に支援する貧困県」の中に入っている。2006 年に行われた三回目の貧困県

認定において、ようやく貧困県の指定から脱却することができた。貧困は地域発展に様々

な問題をもたらす。その中の一つは、教育の遅れである。貧困による教育の遅れは中国の

農村で広く見られる問題である。貧困と教育の遅れとの悪循環を断ち切ることは、ほぼ中

国の全農村部に共通する課題であると言ってよい。 

 中国の農村学校教育を扱った先行研究は少なくないが、ほとんどの先行研究は国全体の

マクロ的な観点から農村学校教育について論述したものである。例えば、廖其発の『中国

農村教育問題研究』（四川教育出版社、2006年）と樊涛の「新中国農村基礎教育政策変遷研

究」（東北師範大学修士論文、2010年）は、農村教育に関する代表的な研究である。 

 廖の研究は、主に中国農村学校教育に存在している問題点とそれらを解決するための基

本的な対策及び理論を論じている。具体的には、中国農村学校教育の総合改革の発展過程

とその基本的経験、農村学校教育の地位、「県」を主体とする農村学校の人事管理体制、農

村学校教育法規の整備、農村学校教育経費、農村学校教員の養成、農村小中学校課程の改

革と教学理念の変革、義務教育段階の農村小中学校中途退学問題、留守番児童の教育など、

農村学校教育に関する重要な問題について総合的に論じている。 

 樊の研究は建国後から現在に至るまでの農村基礎教育に関する国の政策を取り上げ、三

つの方面から論じている。一つの特徴は、農村基礎教育に関する政策の歴史的変遷を概観

している点にある。だが、その中味は総論的な内容に留まっている。具体的事例に乏しく、

各時期に実施された政策措置やそれぞれの成果と問題点を検討するまでには至っていない。

もう一つの特徴は、農村基礎教育に関連する政策を採り上げ、その及ぼした影響を多面的

に考察している点にある。土地改革や人民公社化などの社会経済面の政策や制度変革と「労

働者・農民向けの教育」や「工業の発展に相応した教育」などの教育方針や指導思想との

関連性を幅広く指摘している。しかし、これらの要因の影響があったことを言及するに留

まっており、具体的に農村基礎教育にどれほど、またどのような影響を与えたのかについ

て深く分析するには至っていない。3つ目の特徴は、農村基礎教育政策に存在する問題点を

析出し、その解決策を提示している点にある。そこでは、財政投入の拡大や都市との格差

の縮小、農民自身の意識変革などの必要性が取り上げられているが、この部分では従来の

先行研究の内容と大差ない。 

 廖其発や樊涛に代表されるこれらの先行研究は、農村学校教育の普及が地方レベルで具

体的に実施されていった過程とその特徴を分析するには至っていない。つまり、一つの農

村地区の例を挙げて、中国における学校教育の発展過程の具体的な特徴を究明した先行研

究は少ない。本論文は、貧困農村の一つである中国山東省泗水県で収集した一次資料など

に基づいて、この県を例に建国以来 30年間の農村学校教育の普及過程を分析し、その成果
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と問題点を明らかにし、その上で農村学校教育の発展を制約した政治的・経済的・社会的

要因についても検討したい。 

 

II 小学校教育の普及から中・高校教育の拡大へ 

 

2.1 就学率向上のための施策 

 中国政府は建国初期から、社会生産の復興を重視しつつ、国民教育の発展にも力を入れ

ていた。この時期の国民教育面における大きな特徴は、小学校への就学率の向上という一

言でまとめられる。1950 年の教育部副部長・銭俊瑞による「当面の教育建設の方針」と題

した報告 9）から知られるように、この年の全国の小学校と中等学校の数はそれぞれ約 30万

校と 5,000校であった。生徒数はそれぞれ約 2,000万人と 150万人であった。1950年、全

国学齢児童の就学率は 20％くらいでしかなく、無論工場労働者・農民の大多数の子女は学

校教育を受けていなかった 10）。1949年の建国時、泗水県には 129 の小学校があり、6,800

人の在校生がいたが、学齢児童の就学率は 23.7％でしかなかった 11）。この数字からも 20％

という全国の就学率が基本的に間違いないとわかるであろう。 

 このような就学率のきわめて低い状況を改善するため、1951年 8月に開催された第一次

全国初等教育会議と第一次全国師範教育会議では、1952 年から 1957 年までの間に全国平

均で 80％の学齢児童が就学できるようにするという目標を決定した。国家統計局編の『中

国教育年鑑 1949～1991』（中国大百科全書出版社、1984 年、1,024 頁）によると、1952

年の全国学齢児童の就学率は 49.2％である。表 1の泗水県の就学率を見ると、1952年には

33.4％でしかなかった。この二つのデータを対比してわかるように、農村部の学齢児童の就

学率は全国の平均就学率よりかなり低かった。また、1951年に泗水県の就学率は31.3％で、

1952 年に 2.1 ポイントしか上がらなかった。とくに泗水県のような貧困農村の就学率は低

い。この就学率の伸び具合から見て、1957年に全国平均の就学率を 80％にするという政府

目標の達成は難しいものであったと推測できる。 

 泗水県では国の方針に基づき、県政府が小学校を統一・管理するため、1952 年春、110

の民辦小学校 12）を公立小学校に変更した。これらの民辦小学校は建国直後に上級政府の許

可の下で設立されたものである。さらに 1952 年末になると、泗水県の小学校の数は 1949

年の 2.3倍に増加し、302校（そのうち、12校は完全小学校）になり、在校生も 16,444人

にまで増加した。それにもかかわらず、学齢児童の就学率は 33.4％で 13）、前年度の 31.3％

より 2.1ポイントしか上がらなかった。 

 

表 1 1949～1957年泗水県小学校の基本情況 

  項目 

年度 
学校数（校） 在校生数（人） 学齢児童の就学率（％） 

1949 129（3） 6,800 23.7％ 

1950 187（4） 8,862 29.8％ 

1951 231（9） 10,494 31.3％ 
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1952 302（12） 16,444 33.4％ 

1953 309（17） 18,217 36.3％ 

1954 309（23） 20,261 38.6％ 

1955 326（33） 19,702 38.4％ 

1956 332（51） 26,756 39.8％ 

1957 327（56） 27,268 58.5％ 

出所：泗水県教育委員会教育誌辦公室編『泗水県教育誌』78頁により、筆者作成。 

注：学校数欄の（ ）内はそのうちの完全小学校数である。 

   

 1953年、中国政府は「整頓鞏固、提高質量、重点発展、穏歩前進」（学校教育を整備・強

化し、質を向上させ、重点的に発展させ、穏やかに進める）という方針を打ち出した 14）。

この方針の下に、泗水県の小学校教育が整備され、その後の 5 年間、泗水県の小学校の数

は年々増加する傾向にあった。それと同時に、就学率も緩やかに上昇している。表 1 は建

国以来 1950年代後半までの小学校の発展状況を反映している。その中でも、「完全小学校」

の増加がとくに注目される。 

 完全小学校とは、4年制の初級部と 2年制の高級部との両部制が一つの学校に設置されて

いる小学校で、比較的充実した小学校教育を実施している学校である。周知のように、中

国では建国初期、学校教育に充当する財力や人材が不足しており、また当時の社会や生産

現場からの教育に対するニーズもそれほど高くなかったため、全ての学校で 6 年制の小学

校教育が行なわれていたわけではなかった。それ故、4年制の初級小学校と 2年制の高級小

学校という形で小学校教育を実施し、普及させていった。貧しい地区や地理的・社会的環

境が整えられていないところには初級小学校だけ設置されていることのほうが多かった。

表 1で 1949年から 1957年までの完全小学校の数を見ると、社会が発展するにつれて泗水

県の完全小学校は毎年増えているものの、1957年になっても全県の小学校数の 17％しか占

めていないことがわかる。泗水県の小学校教育は量的な発展だけでなく、質的な面でも少

しずつ改善されてはいるが、まだ大きく遅れていた。 

建国したばかりの中央政府は、国の財力だけでは教育をまかなうのに不十分だという現

実を認識しており、やはり民間の力を借りて基礎教育を普及させなければならないという

観点から、1952年11月に中国政府教育部が民辦小学校を発展させていく方針を示した 15）。

また、1953年 6月に行われた第二次全国教育工作会議で、鉱工業地区、都市部、少数民族

地区で公立小学校を発展させ、農村部では民辦小学校の設立を奨励することが議論された

16）。1957年 3月の第三次全国教育行政会議では、農村部で村民団体によって小学校を設立

することが奨励されるようになった 17）。これらの政策によって、1952年から 1957年まで

の間に民辦小学校は増加してきた。 

民辦小学校の数は公立小学校数と比べようもないほど少ないが、就学率の引き上げには

役立ったと言える。1954 年の時点で、泗水県には 16 校の民辦小学校があり 18）、全県小学

校数の 5％を占めていた。当該年度に民辦小学校が募集した生徒数は 540 人であり 19）、全

県の小学校の募集人数（6,114人）20）の 8.8％であった。さらに、当該年度の泗水県には 5
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校の民辦高級小学校があり、実際には 257 人を受け入れていた。これは計画募集人数の

105.3％に相当していた 21）。換言すれば、民辦高級小学校の受け入れ生徒数の比率は公立小

学校より高く、就学率の向上にとって確実に一定の役割を果たしていた。 

 以上は農村部の小学校教育に対する政策の動向である。次に、この時期の中学校教育 22）

に対して政府がどのような政策・措置を講じていったかを見てみよう。 

建国して間もない 1950 年代の中国では、経済建設面での人材が極端に不足していた。

1953年、教育部は正規の教育事業発展計画を、建国後初めて頒布した 23）。経済建設に役立

つ人材を育成するため、政府は教育面では高等教育（大学・大専教育）と中等専門教育（中

学校専門教育と高校専門教育）を重点的に発展させる方針を立ち上げた 24）。1954年に政務

院が発表した「中学校教育の改善と発展に関する指示」で指摘されているように、1953 年

における中等学校 25）の数は 13％増加し、在校生数は 1949 年の 2.85 倍になった。そのう

ちの労働者・農民子女の比重は 57.3％にまで増加した 26）。中等学校が重視されるにつれて、

農村部でもより高い教育を受ける人が多くなってきたとは言えるが、当時、農村人口は全

国人口の 86％以上を占めていた点から見ると 27）、農村部における中等教育の普及率はまだ

低かった。国全体の中等教育の発展状況に比べ、農村部の中等教育は如何に発展を遂げ、

どのような情況下にあったのか。それを次に検討しよう。 

建国初期の泗水県には中学校がなかった。1954 年の秋に泗水県で初めての中学校「山東

省泗水中学」（二番目の中学校が設立された後の 1957 年 9 月に「山東省泗水第一中学」に

名称を変更した）が設立された。同年 7 月、4 つのクラスを設置して、224 人を募集し、9

人の専任教員を配置した 28）。翌年、4 つのクラスを増設して、217 人を入学させ、在籍者

が 441人になった。1956年になると、12のクラスにまで拡大し、217人を募集して、640

人の生徒を受け入れていた 29）。 

1957年 3月に開かれた第三次全国教育行政会議で、今後は中学校の設置は都市よりも農

村に重点を置いて進めるという方針が示された。1957 年、泗水県の二番目の中学校が泉林

区（現在は泉林鎮という）に設立され、泗水第二中学校と称された。同年、4つのクラスを

設置し、208 人の生徒を募集した。当該年度、泗水県の二校の中学校には 848 人が在籍し

ていた 30）。表 2から分かるように、中学校が設立されてから、在籍生徒数は毎年 200人ず

つ増えていた。また、1957 年には 200 人の中学生が卒業した 31）。1954 年に入学した 224

人と比べ、24 人少なかっただけである。退学・留年などの要素を考慮しても、89％の中学

校卒業率は低いとは言えないであろう。 

しかし、この時期の小学校の在校生の数と比べると、中学校の在校生ははるかに少なか

った。1954年から 1957年までの小学校卒業生の総数はそれぞれ 3,266人、5,150人、5,582

人、5,643人であった。そのうち、高級小学校の卒業生数はそれぞれ 965人、1,094人、1,554

人、2,150人であった 32）。この 4年間の中学校の募集人数（それぞれ 224人、217人、217

人、424人）を見ると、中学校へ進学できる生徒の数は非常に少なかったことがわかる。つ

まり、中学校教育は建国初期の 8 年間には農村部では小学校教育ほど重視されておらず、

不十分な政策・措置、経済発展の遅れ、教員不足などの客観的条件に制約されて、中学校

の数量的拡大も限られたものであった。 
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表 2 1954～1957年泗水県公立中学校の基本情況 

  項目 

年度 
学校数（校） 生徒数（人） 教員数（人） 

1954 1 224 17 

1955 1 441 27 

1956 1 640 43 

1957 2 848 68 

出所：泗水県教育委員会教育誌辦公室編『泗水県教育誌』100 頁と『泗水県教育誌』(征求

意見版）179頁により、筆者作成。 

  

 建国初期の 8 年間、小学校の就学率は少しずつ上昇したが、政府が最初に立てた 80％と

いう目標には遥かに及ばなかった。他方、中学校教育は農村部で始まったばかりで、決し

て十分とは言えない。ただ、このような遅々とした歩みでありながらも着実に発展すれば

悪くはなかったが、この後の政策によって小学校教育も中学校教育も、その発展途上で激

変の時代を迎えることになる。 

 

2.2 政策による学校数の激変 

1958 年から 1960 年までの時期には大規模な生産建設運動や人民公社化など急進主義的

な政策が採られた。それが教育面にも波及し、全国各地で様々な教育改革が試みられるこ

とになった。当時、周知のように教育政策の面でも急進主義的な政策が実施されていった。

生徒は一方では学校で学びながら、他方では労働にも参加しようという制度が導入される

ことになった。そのほかにも、この時期に設立された小学校と中学校の数の増加は顕著で

あった。 

 大躍進期には経済建設面で誇大な数値が独り歩きしたことはよく知られているが、教育

面でも同様な事態が起きた。1958年 4月に中共中央は教育工作会議を開き、農村では小学

校教育を、大中都市では中学校教育を普及させようという指示を出した。1958年第 7期の

『紅旗』に陸定一は「教育は生産と結合しなければならない」と題する論文を発表した。

それによると、「1968年 6月末までに全国の 1240県が小学校教育の普及を達成し、民辦中

学校は 6.8万校になり、全国の 444県で非識字者がいなくなった」という 33）。同年 10月 1

日の『光明日報』は「全国の学齢児童の就学率は 93.9％に達し、87％の県・市で小学校教

育の普及を達成した」と報じた 34）。だが、実際にはこの数値は実態から乖離した「虚報」

であった。 

 この時期、国の政策に応じて、泗水県は多様な形式で小学校を設立し、生徒を生産労働

に従事させながら学ばせるという形で小学校教育を行なっていた。1958 年に小学校の数は

543校にまで増加し、1957年の 1.66倍になったが、在校生数も 56,332人に増え、1957年

の 2倍となった。就学率は 77.6％に上昇し、言うまでもなく史上最高のレベルに達した 35）。

さらに、就学率が 95％に達した郷は 3つあり、80％～94％に達した郷は 10郷を数えた 36）。

これらの数値は地方の幹部が実績を競い合った結果生まれた虚報である可能性が高い。大
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躍進期には食糧生産量など誇大化された統計数値が一人歩きしたことはよく知られた事実

である。学校の数量をひたすら追及するあまり、教育に必要となる施設や教員などが整え

られていなかった。 

なぜなら、当時の教育資金として割り当てられた財政支出も相変わらず少なく、教員と

いう教育現場の担い手も決して多いとは言えなかったからである。まず、教育資金からみ

ると、泗水県の小学校教育予算内の経費支出は 1957 年には 326,118 元であり、1958 年に

は 345,149元であった 37）。わずか 2万元の増加額では大幅に増加した膨大な数の小学校や

生徒を支えられるはずもない。一方、農村部には民間の財力もなかった。当時、農村部の

経済発展は緩慢で、一気に増加した百校以上の学校の運営を支えられなかった。また、教

員の面からみると、教員が不足しているため、多くの学歴のない民辦教師や代用教員を雇

わざるを得なかった 38）。その中には、小学校を卒業しただけの人も少なくなかった。 

 注目すべきは、1958年における泗水県の公社小学校 39）と民辦小学校の在校生数が 12,214

人になり、1957年の 1,577人より 7.75倍に増加した点である。他方で、当該年度の公立小

学校の在校生数は 1957年より 1,000人しか増えていなかった 40）。言い換えれば、1958年

には公立小学校に比べて公社小学校と民辦小学校の募集人数が遥かに増加し、その両者の

在校生数は全県小学校の在校生数の 22％を占めるに至っていた。民辦小学校がこの時期に

は教育面で大きな柱の 1つになっていたことがわかる。 

 大躍進運動が破綻した 1961 年から、国民経済は調整期に入った。「調整、強化、充実、

向上」41）の方針の下で、1961年から 1963年にかけて調整政策の影響は教育分野にも及ん

だ。1961年 7月に中国政府の教育部は全国の大学と中等学校の教育に関する調整工作会議

を開き、1961年から 1963年までの 3年間で学校数を減らし、中学校の生徒数も 18％減ら

すことが決定された 42）。この方針に基づいて、全国で多くの小学校と中等専門学校が削減

され、小学校と中学校の生徒数も 20％くらい減少した 43）。学校数が減少したと同時に、教

員数も減少した。 

 この 3 年間に、泗水県でも一部の小学校を統廃合し、15 歳以上の生徒に退学を促した。

『泗水県教育誌』の統計データ 44）を見ると、小学校数は 1961 年の 478 校から 1963 年の

395校にまで、生徒数は 35,809人から 23,122人にまで減少した。学齢児童の就学率も 1961

年の 62％から 1963年の 45.3％にまで低下した。 

1963年に政府は教育分野でも「二本足で歩む方針」45）を打ち出し、正規の教育と補習教

育の二本立てで行くことにした。1964年の『人民教育』一月号は簡易小学校 46）の設立に

関する記事を掲載し、「農村の簡易小学校を立派に運営しよう」という短評を発表した。こ

の方針を受けて、1964年から 1965年にかけて全国で大量の耕読小学校（「半農半読」47）

の学校形態の一種）48）が設立された。 

1963年、泗水県の多くの生産大隊 49）が簡易小学校を設立し、全日制学校に入学できな

い学齢児童を入学させた。生徒は労働しながら学校に通い、一部の生徒は学費を免除され

た。簡易小学校は 1964年に「工読小学」と名称を変更し、20,892人の生徒が学ぶように

なった。簡易（工読）小学校の数は 476校になった。1965年になると、簡易（工読）小学

校の数は普通小学校の 449校を超えて、558校にまで増加してきた。在校生の数も 25,627

人に増え、普通小学校の在校生 31,990人にほぼ匹敵するまでになった 50）。 
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以上の 6年間の泗水県の小学校数の変化からわかるように、学校数の増減は社会発展の

必要に応えたものというより、国の政策の変化によるところが大きい。国の教育政策が一

旦、現実の社会的条件から乖離してしまうと、教育の現場に大きな影響を与え、教育の発

展と人材の育成を阻害する恐れがあると言える。 

 この時期には公立中学校の変化も大きかった。大躍進期の 1958年と 1960 年に泗水県は

それぞれ 3 つの中学校を設立した 51）。1958 年の時点で泗水県には 5 つの中学校があり、

1,599 人の生徒が在学していた 52）。在校生数は 1957 年のほぼ 2 倍で、1954 年の 7倍であ

った。同年、第一中学は高校生を募集し、85 人の生徒を入学させた。1960 年の時点では、

全県に高校 1 校があって、237 人の生徒が在学し、中学校は 8 校あって計 2,945 人の生徒

が在学していた 53）。建国してから改革開放前までの期間において、1960年の中学校在校生

の数が最高値であった。それ以降、1982 年になって中学校の生徒数はようやく 1960 年の

生徒数を上回った。 

 他方で、民辦中学校も大きく発展してきた。1958 年の民辦中学校と農業中学校とを合わ

せた数は 43校になり、在校生は 1,420人であった 54）。同年度の公立中学校の生徒数である

1,629人にかなり近づいたことになる。 

 中学校の数と在校生の数は増加する一方だったわけではない。1960 年に大躍進期が終わ

るのに伴い、中学校教育の政策も相応して変化してきた。教育面でも大躍進期の急進主義

的な政策から調整期の「調整、強化、充実、向上」の方針に変更され、教育設備や教員が

整っていない中学校は廃止された。1962 年に 2 校の中学校が廃止され、在校生数も 1,926

人にまで減った。この数は 1960年の 2,945人より 1,000人以上減少したことになる 55）。 

 他方で、中学校教育を受けた人のうち、農民家庭出身の生徒の数のほうがそのほかの出

身の生徒数より多くなってきた。1961 年に全県の公立中学校は 728 人 56）を募集した。そ

の時の入学者のうち、貧農及び下層中農家庭の出身者は 504 人であり、中農家庭の出身者

は 221人であって、入学者総数の 99.6％を占めていた 57）。このデータから農民子女の中学

校進学率が確実に上昇していることがわかる。 

 

2.3 各級教育の一時的停滞 

 国家の政治的環境が教育の発展にとっていかに重要であるか、次の時期の状況を見れば

わかる。1966 年から中国では空前の政治の嵐が吹き荒れた。この政治の嵐に影響されたの

は民衆の日常的な仕事や生活だけではなく、学生の教育もそうであった。大学の募集は文

化大革命の影響によって一時的に混乱と停滞に陥り、小中高校の授業も正常に行なわれな

くなってしまった。 

 1966年 5月に文化大革命が始まり、工読小学校が閉校となって、多くの生徒は勉学の機

会を失ってしまった。泗水県全県の普通小学校も停止状態に陥り、生徒は正常な授業を受

けられなくなった。 

 『泗水県教育誌』によると、1966年の時点で泗水県には 485校の公立小学校（初級と高

級）があった。当該年度の募集人数は 13,725 人であり、在校生数は 36,606 人であった。

学齢児童の就学率は 76.5％で、1965 年の 67.3％より高かった 58）。つまり、文化大革命が

始まった最初、学校教育は正常に行なわれていた。しかし、1967 年になると、小学校の募
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集人数は 8,750人にまで減った 59）。 

 1968 年から泗水県の小学校教育は回復してきた。しかし、その後、山東省嘉祥県馬集公

社馬集小学校の侯・王という二人の教員が出した「すべての農村公立小学校の運営を生産

大隊に任せよう」という提案 60）によって事態は再び混乱状態に陥っていった。この提案は

党中央が採用するところとなり、全国的に遂行されることになった。県内の正式教員は全

部各自の出身の生産大隊に戻され、多くの外地戸籍の教員は本籍地の学校に帰らされたた

め、各公社の小学校は教員不足の状態に陥った。一部の小学校では授業すらできなくなっ

てしまった。当時、張庄公社には 54校の小学校があったが、正式教員が 5人しか残ってお

らず、95％の小学校は授業を行なうことができなくなった 61）。換言すれば、生徒は在籍し

てはいたが、学校の授業を受けられなかったのである。文化大革命の混乱した状況の下で、

1967～1969年の就学率は統計データが存在しない。だが、1970年と 1971年のデータを見

ると、就学率はそれぞれ 52.04％と 64.8％であり 62）、1965年の 67.3％より低かった。当時

の就学率が大幅に低下したことは想像に難くない。 

 1972年 3月に『人民日報』は「小学校教育を普及させることは農村学校教育の重点であ

る」という論説を発表した。中央政府は農民子女に学校教育を受けさせるため、農村で小

学校教育を普及させ、公立と民辦の「二本足で歩む」方式で学校を設立するよう指示した。

1972年から小学校は一気に再開への歩みを速めていた。就学率も急速に伸びてきた。1972

～1976 年の泗水県における就学率はそれぞれ 85.6％、95.7％、94.8％、97.9％、97.7％で

あった 63）。しかし他方で、多くの小学生が実際には入学基準を満たしていなかったと言わ

れている 64）。また、学校施設の充実、教員の勤務条件の改善、教育内容のレベルアップな

ど、教育の質に関する問題はあまり重視されてこなかった。さらに、文化大革命による「反

師道尊厳」65）などの政治的キャンペーンが行なわれたため、校舎や所蔵図書が破壊され、

正常な教学活動が阻害された。そのため、就学率は高かったものの、卒業生の質は逆に落

ち込んでしまった。 

 文化大革命期には中学校教育も混乱状態に陥っていた。1966年に泗水県で 1つの中学校

が新設されたものの、文化大革命の影響を受け、新設校はその年度は生徒を募集しなかっ

た 66）。したがって、1966年の中学校在校生数は 2,454人 67）で、1965年の 2,105人と比べ

て、ほぼ横ばいであった 68）。 

 1968 年には、泗水第一中学以外の全ての中学校が県教育部門の統一管理から公社管理に

移され、「××公社中学」へと名称を変更した。1970年には 3つの公社高校が設立され、324

人の生徒を募集した。1971 年にはさらに 2 つの公社中学が設立され、264人の高級中学生

（高校生）と 60人の初級中学生（中学生）を募集した。これで泗水県の全ての公社が高級

中学（高校）を持つようになり、また「帯帽中学」69）と民辦学校 70）も県全域に広がってい

った 71）。 
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表 3 1969～1978年泗水県公立中学校・高校の基本情況 

項目 

年度 
学校数（校） 

生徒数（人） 
教員数（人） 

中学校 高校 合計 

1969 7 1,649 691 2,340 124 

1970 9 1,846 836 2,682 128 

1971 12 839 2,499 3,338 137 

1972 12 879 3,862 4,741 137 

1973 12 1,653 3,101 4,754 129 

1974 12 1,581 3,150 4,731 168 

1975 12 1,371 3,402 4,773 153 

1976 12 842 3,935 4,777 163 

1977 12 355 4,887 5,242 151 

1978 13 418 6,223 6,641 235 

出所：『泗水県教育誌』(征求意見版）179頁により、筆者作成。 

 

 1976年の時点で、泗水県全県には 239校の普通中学校・高校があった。そのうち、公立

中学校は 12校しかなく、その他は民辦学校で 227校を数えた。全県の中学校・高校の在校

生は 22,969人に達し、そのうち公立中学校の在校生が 4,777人であったのに対し、民辦中

学校の在校生は 18,192人に及んだ 72）。多くの民辦学校は農村部における中等教育の普及と

発展に大きな力を発揮したと言える。 

 1978年に全ての中学校・高校は再び県の教育局の管理下に置かれるようになった。また、

同年には新たに第 13 中学校が設立された。これで、泗水県では公立中学校が 13 校になっ

た。そのうち、単独の高校 7 校、単独の中学校 1 校、中高一貫の「完全中学」73）5 校があ

った。その時期には民辦学校の数も一気に増加し、「帯帽中学」を加えると 104 校に達し、

在校生は 17,420人を数えた 74）。在校生の数からみると、民辦中学校の規模は公立中学校よ

りはるかに大きな位置を占めていた。 

 卒業生の数を見ると、1976～1978 年の間の中学校卒業生数はぞれぞれ 5,025 人、7,096

人、9,229 人であり、高校卒業生数はぞれぞれ 1,613 人、1,892 人、3,609 人であった。政

治運動が収束するにつれて学校教育も正常化されていったことがわかる。1977 年には試験

制度も再び導入され、高等教育も正常な軌道に乗り始めた。泗水県の 1977 年と 1978 年に

おける大学進学者数はそれぞれ 42 人（本科 25 人、専科 17 人）と 43 人（本科 24 人、専

科 19人）であり、中等専門学校 75）に進学した人数はそれぞれ 106人と 96人であった 76）。 

 改革開放前の学校教育は以上の 3 つの段階に分けられるが、各段階にはそれぞれの時期

の特徴がある。これらの特徴は例外なく、国家の教育政策や社会環境の変化と密接に関連

している。そこで次にこれらの学校教育の発展の流れからどのような特徴が現れたか、ま

たその特徴に関連する要因は何かを明らかにしておこう。 

 

III 国の政策に左右される学校教育 



神戸大学国際文化学研究科『国際文化学』（ISSN 2187-2082） 第 27号（2014.3） 

 

80 

 

 

 以上の部分で、改革開放前の泗水県における農村学校教育の発展の歴史的変遷を見てき

た。泗水県の事例から知られるように、中国の農村学校教育の特徴は①小学校就学率の急

速な上昇、②中等教育の普及の遅れ、③民辦学校への依存という 3 点にまとめられる。中

国の農村学校教育のあり方に最も大きな影響を及ぼしたのは、国の教育政策である。上記

のどの特徴をとって見ても国の指導政策の作用がはっきり現れている。 

 

3.1 小学校の就学率引き上げの一面的な追求と教育の質の低下 

 建国したばかりの中国では、学齢児童の就学率が非常に低く、20％でしかなかった。農

村部に属する泗水県も全国の平均就学率とほぼ同じで、23.7％であった。そこで就学率を引

き上げるため、中国政府は幾つかの政策を制定し実施した。 

 泗水県を例にすると、就学率の引き上げに関する政策・措置は以下の 4 つの側面からな

る。 

 第 1 に、民辦小学校を公立小学校に変更し、地方政府が統一し管理した。この政策によ

って就学率は少しだけ上昇したが、まだかなり低く、就学率の上昇という面では大きな成

果を収めたとは言えない。 

 第 2 に、地方の財力や教育面の人材が不足していたため、一挙に多くの学校を設立する

ことが難しく、建国後、小学校を二部制にした。つまり、初級小学校と高級小学校という

形で作った。条件の整わない地区には初級小学校だけを設立し、4年間の小学校教育を行な

った。財力や教育人材のある地方には高級小学校を設立し、初級小学校の卒業生を高級小

学校に入学させて、さらに 2 年間の小学校教育を行なった。農村部の村の中心部や人材の

より集中している地区では完全小学校を設立し、5年または 6年の小学校教育を行なった。 

 第 3に、民間の力を借りて民辦小学校を設立することを政府が支持していた。1950年代

後半には、公社小学校も盛んになり、就学率の向上に貢献した。 

 第 4に、1960年代に簡易小学校や耕読小学校が現れてきた。それらも政府の教育政策に

よる結果の一種である。1965 年には簡易小学校の数は普通小学校の 449 校を超えて、558

校にまで発展してきたが、在校生は 25,627 人で、普通小学校における在校生の 31,990 人

より 6,000 人ほど少なかった。すなわち、簡易小学校の生徒数は普通小学校の規模とほぼ

同じであり、簡易小学校は就学率の向上に大きな役割を果たしたことがわかる。 

 就学率の引き上げを一方的に追求した結果、教育の質の向上という面や学校施設の面で

はなかなか望ましい成果は上がらなかった。また、農村部は経済発展のレベルが低く、地

方政府が地域経済の振興にのみ力を注ぎがちであるため、教育に対する資金の投入は不十

分で、学校教育に必要となる設備・器具などの設置も少なく、教育の質に大きく影響して

いた。 

 泗水県教育委員会の編纂した『教育誌』によると、1965 年の時点で大きな村の小学校で

は基本的な設備が整備され、学校専用の教室や、机と椅子などがそろっていたというが、

小さい村の小学校には数軒の瓦葺きの教室しかなかった。また、教室には木製の簡易机（脚

4本と板 1枚）と長腰掛けがあり、生徒 2人で 1つの机を使っていたが、時には長腰掛が壊

れてしまい、代わりの腰掛もなく、生徒は家から腰掛を教室に持ってこなければならなか
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った。腰掛の規格はそろっておらず、大きな椅子や小さな腰掛などは学校の簡易机に合わ

ないので、高すぎたり、低すぎたりして座っている生徒がほとんどであった。このような

状態は郷や村の小中学校にあっただけではなく、県レベルの中心小学校でも見受けられた。

また、校舎がないので、村の廟や祠堂に校舎を置いた郷村の小中学校も少なくなかった。 

 特に、文化大革命によって、多くの学校の施設が破壊され、校舎の整備は一時頓挫した

状況に陥った。1978年の時点で、泗水県の調査によると、全県の農村小中学校に 5,276部

屋の教室があったが、そのうちの 3,251部屋が暗く、1,068部屋は倒壊の危険があった。ま

た、修繕の必要があるのは 663 部屋であり、744 部屋だけが丈夫で使えるものであった。

つまり、泗水県全体の 83％の小中学校の教室が不合格であった。ほとんどの生徒は石板の

ようなものを机として使い、家から腰掛を持ってきていた。さらに、石やレンガの上に座

って授業を受ける生徒もいた。その時期、「黒房子、土台子、泥孩子」（暗い部屋、土の台、

泥だらけの子供）という言い方があった。もちろん、キャンパスの壁や運動場はなく、校

門のない学校も多かった 77）。 

 以上の点に加えて、農村部における教員の知識レベルは元々低いという問題があった。

1950 年代の泗水県では初等師範学校を卒業した教員が大部分であり、中等師範学校の卒業

生は少数で、まして高等師範卒はいなかった。さらに、教師陣の中には、高級小学校を卒

業して 1 年間の教員速成コースを修了した人もいた 78）。政府の教育政策の下で、学校の量

を盲目的に追求した結果、教育を担う人材が非常に不足していて、公立学校でも多くの民

辦教師や代用教員を雇用していた。1958年の時点での泗水県の小学校では 777人の正式教

員に対して、民辦教師は 339人であったが、1967年には 766人の正式教員に対して民辦教

師は 621人にまで増加した。さらに、1968年の時点での民辦教師の数は 890人の正式教員

の数を上回って 910人になった。これ以降の 10年間、民辦教師の数は正式教員の数を遥か

に上回り、1969 年から 1978 年までの各年次では、それぞれ 1.76 倍、1.61 倍、1.66 倍、

2.80 倍、4.44 倍、3.73 倍、3.80 倍、4.95倍、5.71倍、5.45倍であった。これらの教員は

学歴が高くなく、小学校・中学校しか卒業していない人も少なくなかった。特に、民辦小

中学校の教員の知識レベルが低いことは社会的によく知られた事実であった。 

  

3.2 中等教育の普及の遅れ 

 建国初期、就学率の引き上げを一方的に追求したため、農村部における中等教育の普及

は重視されていなかった。1950 年代の中国では、経済建設面での人材が極端に不足してい

た。経済建設に役立つ人材を育成するため、政府は 1954年の「中学校教育の改善と発展に

関する指示」という規定に見られるように、教育面では高等教育（大学と高等専門学校）

と中等教育（中学・高校と中等専門学校）を重点的に発展させる方針を立てた。その結果、

国の教育財政資金の分配も都市部に偏りがちになり、小中学校の優秀な教師陣はほとんど

が大中都市に集中した。都市・農村間の資金配分という面では、都市と県レベルの小中学

校を優先的に発展させる方針が採られ、国の教育財政資金もこれらに重点的に投入された。

公的な財政補助がない以上、相変わらず農村地区の小中学校は「民辦」学校という形で学

校教育を普及させていかざるを得なかった。その結果、都市部の中学校が迅速に発展して

きた一方、農村部の中学校教育は物的にも人的にも資源が欠乏し、発展が滞った。 
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 建国して 5 年後、泗水県も中学校教育にようやく着手することができるようになった。

この 1954年には、3,266人の小学校卒業生がいたが 79）、そのうち 224人だけが中学校に進

学した。言い換えれば、15 人の小学校卒業生のうち、1 人が進学できるだけという狭き門

であった。その後の 3 年間、泗水県には 1 つの中学校が存在しただけで、募集人数も毎年

200人くらいでしかなかったということである。『泗水県教育誌』(征求意見版）の 144頁と

179頁の統計データによると、1955～1957年における中学校への進学率はそれぞれ8.6％、

11.5％、15％であったと算出できる。中学校への進学率は上がってきてはいたが、同時期

の小学校の就学率と比べると 3 分の 1 にも達していない。同年度の小学校卒業生数に比し

て、中学校の募集人数は少なく、中学校教育に対するニーズに応えていないことがわかる。 

 大躍進期になると、公立中学校と民辦中学校は共に大きく発展した。しかし、この時期

の中学校は数が急速に膨張した反面、教育の質はあまり重視されておらず、教育レベルが

向上したとは言いがたい。文化大革命期の中学校教育は管理運営面で混乱状態に陥り、1968

年には泗水第一中学を除いて、他の全ての中学校は県教育部門の統一管理から公社管理に

委譲された。1971年になると、泗水県の全ての公社中学に高級中学部が設置された。また、

「帯帽中学」と民辦学校も全県範囲に広がっていった。 

 民辦中学校は中学校教育の普及にとって大きな力があったと言えるが、中学校教育の質

の向上の面から見れば、資金や教員の質などの面で限界があったため、あまり大きな成果

は得られなかった。 

 

3.3 民辦学校の意義と限界 

 建国当初、全国的に戦火で疲弊した社会状況と農村地区の貧困を考慮すると、基礎教育

を発展させるには国の資金だけでは不十分であり、公立小中学校を各地に建設していくに

は多大な困難があった。そこで、政府は民間の力を借りて基礎教育の発展を図る方針を採

った。1952 年 11 月に政府の教育部は民辦小学校を発展させていく方針を提示した。これ

は教育発展政策上の大きな変更であり、新中国の民辦小学校の起点だとも言える。他方で、

教育の成果や教員の配置などに関連した社会問題も相次いで発生した。 

1954 年の段階で泗水県には 16 校の民辦小学校があり、837 人の在校生がいた。当該年

度募集した生徒は 540人であった。注目に値するのは、当該年度の公立高級小学校 29校の

募集人数が 1,385 人であり、これは計画募集人数の 95.5％に当たり、定員割れをしていた

という事実である。それに対して、民辦高級小学校は 5 校しかなかったが、実際には 257

人を受け入れ、計画募集人数の 105.3％に達していた。これらの数値からわかるように、民

辦高級小学校は一校あたり約 51人の生徒を受け入れたのに対し、公立高級小学校は一校あ

たり約 48人の生徒を受け入れたに留まり、一校当たりの受入生徒数では民辦高級小学校よ

り少なかった。また、民辦高級小学校の実際の入学者数が計画募集人数より多かった理由

は一部の学齢を超えた生徒までも受け入れたからである 80）。つまり、民辦小学校は当時の

就学率の向上と基礎教育の普及に大きな役割を果たしたと言える。 

 大躍進期になると、民辦小学校は一層発展してきた。1958 年に、泗水県の公社小学校と

民辦小学校の合計在学生数は 12,214人となり、1957年の 1,577人よりはるかに増加した。

他方で、当該年度の公立小学校の在学生数は 1957年より 1,000人増えただけである。つま
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り、当時の就学率の上昇は主に公社小学校と民辦小学校の力に頼っていた。 

 文化大革命期に全ての学校教育は一時停滞の状態に陥ったが、学校教育が正常に復する

までの間、民辦小学校が果たした役割も大きかった。1972 年には農民子女に学校教育を受

けさせるため、農村では小学校教育を普及させ、公立と民辦の「二本足で歩む」という方

式で学校教育が行なわれた。1972～1976 年の泗水県の就学率はそれぞれ 85.6％、95.7％、

94.8％、97.9％、97.7％であった。このような高い就学率を達成できたのは、民辦小学校の

力に負うところ大であったと言える。 

 他方で、中国では学校の性質によって、その学校が将来的に発展していけるかどうかの

道も異なる。一般的に、公立学校は社会的な信頼度が高く、政府も一方で管理しながら、

他方では資金面で学校の発展を支持している。それに対して民辦学校は教育界の中で弱い

立場に置かれており、自力更生すなわち村民自らの力で支えていかなければならない。建

国初期に中国政府が民辦学校を利用して就学率の上昇を図ったことは既に述べたが、建国

後 30年間の中国の教育発展の歴史的変遷を見ると、民辦学校が一貫して政府の支持を受け

ていたとは限らない。それは農村部の民辦学校の興廃の状況からもはっきり見てとれる。 

 農村部に存在すべき学校は公立なのか、民辦なのか、これは政府が決めることである。

建国後、政府は直ちに旧体制下の全ての私立学校を公立学校に変更し、統一管理すること

にした。しかし、旧時から引き継いだ学校の数だけで当時の教育のニーズを満たすことは

できなかったので、さらに多くの学校を新たに設立しなければならなくなった。経済復興

に力を入れていた当時の政府は十分な教育資金を投入する余裕がないため、民辦学校の設

立を許可した。その後、政府の教育目標の達成と管理運営上の便宜によって、政府は民辦

学校を一時増加させたり、減少させたりした。その結果、民辦学校の存続と廃止という政

策上の混乱が繰り返された。もちろん、民辦学校を増やせば、就学率は上昇するが、教育

の質的向上がおろそかになる。反対に、民辦学校を減らせば、生徒の勉学の機会が失われ、

雇用されていた民辦教師も仕事が無くなり、深刻な社会問題を引き起こす。一言で言えば、

民辦学校は農村学校教育の発展に大きく貢献したにもかかわらず、差別と冷遇に甘んじて

きたことは確かである。この差別化は、建国以来ずっと農村学校教育の発展に暗い影を落

としてきた。 

 上述した農村部の学校教育の発展に見られる特徴を踏まえて、次節では、そのような特

徴を形成してきた要因について検討する。 

 

 

IV 国の政策に揺れる農村学校教育の現場 

 

 農村学校教育のこの 30年間の歴史的変遷を回顧すると、農村学校教育の歩みは着実に発

展してきたわけではないことがわかる。その発展の歩みに影響を及ぼした要因は幾つかあ

る。まず、社会・経済発展のレベルや、国の経済や政治面での政策変更は教育の発展に影

響を及ぼしてきた間接的な要因である。また、国の教育発展政策、教育資金・人材の不足、

自然環境の制約、農村社会の民俗観念 81）などは農村学校教育の発展と直接的な関係がある。

改革開放前の時期の農村学校教育の歴史的変遷を見ると、大きな影響を及ぼした要因は社
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会・経済の発展レベル、国の経済・政治政策上の変化、国の教育発展政策、教育資金・人

材の不足という 4 つの要因である。政府の教育発展政策という要因については既に言及し

たので、以下では他の 3点について論じてみたい。 

 

4.1 遅れた農村経済の制約 

 建国したばかりの中華人民共和国は工業や農業の生産力がまだ低く、自然災害による被

害も多く、国民の生活は苦しかった。政府にとって、戦争で破壊された経済や社会の復興

が何よりも優先すべき課題であった。さらに 1953年からの第 1次 5ヵ年計画以降、国家経

済建設の大方針として、農業や農村を発展させることより、工業や都市を発展させること

がますます重視されるようになってきた。1950 年代半ば以降になると、都市部で工場を作

り、労働者や職員を養成して、都市部の経済発展に力を入れてきた。 

 社会生産を回復させるには、知識や技術を備えた技術者・労働者や経営管理者が必須で

ある。非識字率 75％という当時の現実から出発して、建国間もない中国は「教育は国の建

設に奉仕し、学校は工場労働者・農民階級に門戸を開く」という指導思想を提起し、工場

労働者・農民の子女と若年の工場労働者・農民に学校教育を受ける機会を与えるために、

工場労働者・農民速成中学校を設立するという方針を提出した 82）。当時の 20％という平均

就学率の現実から出発し、教育面では何よりもまず就学率の引き上げに全力を注がざるを

得なかった。 

 しかし、農村部では経済発展のレベルが都市部に比して極端に遅れていた。地方政府の

財政は困難な状況下にあり、多数の学校を設立する資金的余裕はなかった。また、農民も

貧しくて、収入が非常に少なかったので、子供に教育を受けさせる費用を捻出することは

できなかった。当時の学校教育は有料で、学費や本・文房具などの出費は貧しい農村家庭

にとって大きな負担になった。さらに、農繁期に子供を学校に行かせるとなると、農業労

働にも影響し、家族にとってさらに負担を増やすと思われていた。この経済発展面での遅

れは農村学校教育の発展を制約する最も根本的な要因であった。 

1956 年 3 月 20 日、教育部部長・張奚若は第一届全国人民代表大会第三次会議で国民教

育面の情況と問題について報告した 83）。それによると、当該年度の小学校入学率は 52％で

しかなく、退学・休学などの現象も目立ってきた。張は大量退学問題を根本的に解決する

手段は小中学校を大量に発展させることであると主張している。だが、この見解には大き

な見落としがあった。なぜなら、さらにたくさんの小中学校を設立することは表面的な解

決の手段に過ぎず、背後にある根本的な矛盾が解決されていないからである。大量退学・

休学の根本的な原因は、農村地区の経済発展の遅れがもたらした農民の貧困と農村学校教

育の遅れである。退学・休学の直接的な原因は、農業生産における大量の労働力需要と学

費納付の重い負担にある。したがって、農業生産力を向上させ、農村学校教育により多く

の資金を投入し、生徒の義務教育段階の学費を減免することこそ、必要な解決の方法であ

った。 

 

4.2 政治・経済政策の影響 

教育政策だけではなく、政府の政治・経済面での度重なる政策変更は、教育の発展にも
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影響を及ぼしてきた。例えば、文化大革命期の政治変動は学校教育の混乱をもたらし、教

育は一時停滞の状態に陥ってしまった。10 年に渡った文化大革命はその時代に学齢期に達

した一つの世代が教育を享受するのを妨げた。大躍進期には「多・快・好・省」（多く、速

く、立派に、無駄なく）というスローガンの下で、各地で小中学校をやみくもに発展させ、

農村財政の資金力や教育の物的・人的な能力を超えたスピードで学校数を増やした。その

結果、教員が不足してきた上に、農繁期には教員が農業に追われた結果、教育の質も落ち

てしまった 84）。また、この時期、泗水県の小学校教育は多様な形式で学校を設立し、生徒

を生産労働に従事させながら学ばせるという形式も採用してきた。学校で鉄鋼を生産した

り、工場を作ったりして、生産労働に力を入れすぎ、教育の正常な秩序が破壊された。 

安定的な政治・経済政策は教育の発展に資するが、政治・経済政策を度々変更すると、

教育の発展にも悪影響を及ぼすことがわかる。 

 

4.3 教育資金の欠乏と教育人材の不足 

農村学校教育の資金が乏しいことは、中国では長年に渡る問題であった。1952年の教育

経費の支出は全国財政総支出の 5.09％85）であり、それ以降の 4年間も 6％に達していなか

った。財政投入の不足は教育貧困の根本的な原因の 1つである。 

前掲の張報告は、大量退学・休学の主な原因として、農業合作化による子供たちの家庭

労働が増加したこと、および学費などの教育費用の負担が重くなったことの 2点を指摘し

ているが、筆者は退学・休学のもう一つの主な原因は教員の不足だと主張したい。 

建国後の時点で、泗水県は 129校の小学校を持って、生徒数が 6,800人であった。しか

し、当時の小学校の教員数はわずか 137人 86）であった。言い換えれば、一つの小学校には

平均して 1.1人の教員しかいなかった。1977年になると、泗水県には 612校の小学校があ

り、在校生は 79,014人に上った 87）。ところが、同年の教員は 3,366人しかおらず、1校あ

たり 5.5人であった。また、3,366人のうち、正規教員は 501人だけであった 88）。つまり、

612校の小学校のうち、正規教員がいない学校は少なくなかった。 

以上のように、農村地区の多くの民辦小学校には正規の教員がほとんど存在せず、小中

学校の学歴しか持たない村民が教員として雇われていた。これらの民辦教師は自分の知識

レベルと教育能力に限界があるので、彼らの勤務する民辦小学校に生徒たちを引き付ける

ことはできなかった。農村学校教育の発展に影響を及ぼした財力不足と人材不足という要

因はどちらも重視されなければならない。 

 

V おわりに 

 

 中国における改革開放前の 30年間の農村学校教育は、基礎教育普及を中心とする政策の

下で進められてきた。政府は基礎教育を普及させるため、就学率の上昇に全力を尽くして

きた。泗水県の場合、就学率が建国初期の約 20％から 1970年代後半の 95％以上 89）にま

で上昇してきた。このこと自体は基礎教育普及の進展を表し、改革開放前における農村学

校教育の成果だと言える。しかしながら、就学率の引き上げを単純に追求した結果、教育

の質の低下、中等教育の軽視、民辦学校に対する冷遇など、一連の社会問題がその後相継
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いで顕在化してきた。また、社会・経済の発展レベル、国の経済・政治上の政策変更、国

の教育発展政策、教育資金・人材の不足という 4つの要因は農村学校教育の発展に影響を

及ぼしてきた。さらに、教育を受ける機会の均等や教育環境の公平化などの問題は、中国

の農村学校教育において今なお解決しにくい問題として残されている。 

（神戸大学国際文化学研究科博士後期課程） 
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